浄化槽補助金申請に関する注意事項
○申請について
・申請地が補助対象地域であることを確認しておくこと。
・浄化槽設置工事着手前に余裕を持って申請を行うこと。

※補助金交付決定前に着工されている場合は補助対象となりません。申請書受理後に、申請場所に浄化槽が設置されていないこと等の確認を行う場合があります。

・税等を完納されていること。

※市税が未納の場合、補助金の交付が受けられない場合があります。
　・申請年度内に浄化槽設置場所に住民票を異動して実際に居住すること。（別荘等は補助対象になりません。）
　　※完了検査時に居住および浄化槽の稼働が確認できない場合、交付確定できない場合があります。
〇申請の添付書類について

・申請書の予定工期と工事請負契約書の工期を同じにすること。

・申請書および保証登録証、登録浄化槽管理票（C票）の使用予定人員には、浄化槽人口把握のため、実際の使用予定人員を必ず記載すること。

・工事請負契約書において、実績報告後の完了検査ならびに浄化槽法第7条に基づく設置後等の水質検査の結果、改善を要する事項の指摘があった場合には、速やかに改善措置を講じる旨を明確にしておくこと。
・見積書については、浄化槽設置工事費の内訳がわかるように記載すること。なお、単独処理浄化槽撤去又は宅内配管工事を伴う場合にあっては、それぞれの工事に要する費用がわかるように記載すること。

・案内図は住宅周辺の状況がわかりやすいものにすること。（現地確認を行うため）
・配置図・平面図には浄化槽の位置の他、ます、配管も正確に記載すること。また、変更があった場合は変更した図面を提出すること。

・敷地内処理装置を設置する場合は、配置図に隣地境界、建築物および井戸その他の水源との距離を明記すること。
・工事着手前の浄化槽設置場所の写真については、工事用黒板に日付を入れる等、撮影日がわかるようにすること。
・単独処理浄化槽撤去、宅内配管工事の補助を受ける場合は、既設の単独処理浄化槽および升等の設置状況が確認できる写真を添付すること。
○補助事業の変更の承認について

・交付決定後、事業内容に変更（配置や機種の変更等）がある場合は速やかに変更承認申請を行い、事前に承認を受けること。

○実績報告書

・事業完了後速やかに（30日以内）に提出すること。年度末については、遅くとも3月初旬までには提出すること。
・住宅が完成し、浄化槽が稼動してから提出すること。

・市外申請者については、住所異動した後に提出すること。
・浄化槽使用開始報告書、浄化槽工事完了報告書については、栃木県浄化槽協会を経由したものを提出すること。

・浄化槽保守点検業者との維持管理に関する委託契約書において、浄化槽法第11条に基づく定期検査の委託契約についても明確にしておくこと。
・単独処理浄化槽撤去又は宅内配管工事の補助を受ける場合の請求書又は領収書の写しについては、それぞれの費用の内訳がわかるように記載すること。

・工事写真については、別紙「実績報告の工事写真」を参考に不備不足のないよう提出すること。また、工事用黒板等を使用して写真の中で必ず日付を示すこと。
・既成の底板コンクリートを使用する場合、構造に関する書類を添付すること。
○その他

・申請者から補助金の交付はまだかという問い合わせがよくあるが、調べてみると実績報告書がまだ提出されていないといったケースも多いので、申請者には手続きの流れをよく説明しておくこと。
